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１　出資等の状況（R3.4.1現在） （単位：千円）

10,000

出資（出捐）額
出資（出捐）
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２　社員（会員）の状況(社団法人のみ）（R3.4.1現在）

社員数

県

市町村

国又は政府系機関

民間法人

その他

公社等外郭団体に関する情報公開

社員総数

区　　　　　　分

内
訳

地方公共
団体

043-223-2339

主な者

出資（出捐）者

団体名 社会福祉法人千葉県社会福祉事業団 県所管課 障害福祉事業課

千葉県

資本金（又は出捐金）

理事長　相馬　伸男

0438-62-2722

昭和41年7月20日

http://www.cfj.or.jp/

千葉県袖ケ浦市蔵波3108-1

　県社会福祉事業の推進を図り，広く県民福祉の向上
と増進に寄与することを目的に，千葉県袖ヶ浦福祉セ
ンターの管理運営等の事業を行う。



３　財務状況　

(１)貸借対照表から
（単位：千円）

項　　　目 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

総資産 1,158,601 1,111,125 1,164,653

負　債 383,476 326,056 275,052

(うち有利子負債） 0 0 0

純資産 775,125 785,069 889,601

累 積 損 益（利益剰余金） 765,125 775,069 879,601

（２）損益計算書から （単位：千円）

項　　　目 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

総 収 入　　（＝売上高＋営業外収益＋特別利益） 1,333,689 1,185,704 1,141,655

経 常 損 益 18,054 10,009 104,532

当 期 損 益 18,054 9,944 104,532

減価償却前当期損益　　　　 18,098 9,951 104,532

４　年度末借入金残高等の状況 （単位：千円）

　　　項　　　目 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

借 入 金 残 高　　　　　     

うち県からの借入金残高

うち県以外からの借入金残高

〈貸借対照表〉　純資産⇒正味財産合計

　　　　　　　　　　利益剰余金⇒一般正味財産

〈損益計算書〉　損益計算書⇒正味財産増減計算書

　　　　　　　　　　総収入（＝売上高＋営業外収益＋特別利益）⇒総収入（＝経常収益＋経常外収益

　　　　　　　　　　＋当期指定正味財産増加額）

　　　経常損益⇒当期経常増減額

　　　当期損益⇒当期一般正味財産増減額

うち県の債務保証又は損失補
償の対象となる借入金残高

※一般社団・財団法人及び公益社団・財団法人（特例法人（従来の公益法人）含む。）については、
次のとおり公益法人会計基準に読み替える。

※累積損益（利益剰余金）については、基本金又は基本財産に相当するものを除いたものとなる。



５　県の財政支出の状況

（１）委託料・補助金等 （単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

千葉県袖ケ浦福祉セン
ター養育園の管理運営

192,864 188,908 182,625

千葉県袖ケ浦福祉セン
ター更生園の管理運営

554,015 531,724 510,947

千葉県障害児等療育支援
事業

5,408 4,981 4,689

補助金･交付金・
負担金

合　　　計 752,287 725,613 698,261

（２）その他 （単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

利子補給

税の減免額

出資金

貸付金

上記以外のもの

合　　　計 0 0 0

（３）委託料のうち再委託に関するもの （単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

委託料のうち再委
託したもの

給食業務、給与計算業務
等

63,431 79,076 152,351

再委託のうち入札
によるもの

給食業務、電気保安設備
管理業務等

59,746 75,424 143,299

再委託のうち随意
契約によるもの

給与計算業務、冷温水発
生機保守点検業務等

3,685 3,652 9,052

委託料   　　



６　役職員の状況

（１）役職員数（各年度７月１日現在） （単位：人）

令和元年度 令和２年度 令和３年度

常勤役員数   1 1 1

うち県退職者 0 0 0

うち県派遣職員 0 0 0

常勤職員数  119 101 84

うち県退職者 0 0 0

うち県派遣職員 0 0 0

（２）役職員の平均年収等の状況

令和元年度 令和２年度 令和３年度

役員数（県派遣又は県ＯＢ） 　　　　1人（　0人） 　　　　1人（　0人） 　　　　1人（　0人）

役員平均年齢 ＊ ＊ ＊

平均年収(千円） ＊ ＊ ＊

職員数（県派遣又は県ＯＢ） 117.3人（0 人） 100人（0人） 　　　84.1人（0人）

職員平均年齢 40.6 歳 41.9 歳 42.6 歳

平均年収(千円） 4,913千円 4,918千円 4,952千円

　①　対象は常勤の役職員です。（嘱託職員、日々雇用職員は除く。)
　②　役職員数は実人員を記入してください。
　③　平均年収は、役員報酬や給料等総人件費を実人員で除して算出すること。

※役職員数は実人員を記入してください。　

　例：4月の役員数が5名、9月末で1名減り、年度末は4名であった場合は4.5人となります。
※令和３年度の平均年収については推計となる。

７　改革方針の取組状況

改革方針（区分）

改革方針（概要）

取組状況

その他（特記事項
等）

・自主事業は平成27年度末をもって譲渡し、定員は平成26年度から段階的に縮小
させ、令和2年度末時点で44名となっている（平成28年度比40名減）。
・「第三者検証委員会」、「見直し進捗管理委員会」、「袖ケ浦福祉センター検討会
議」での議論を踏まえ、令和4年度末までに利用者の地域移行を完了させ、袖ケ浦
福祉センターを終息させることを県が決定したため、事業規模に応じた人員体制へ
の移行を図っている。

・千葉県社会福祉事業団は、袖ケ浦福祉センターの運営のみを行っている実態を
考えると、指定管理期間終了後の法人としてのあり方を検討していく必要がある。

＊平成28年4月に千葉県行政改革推進本部で決定した改革方針とその取組状況を記載してください。

項　　　目

項　　　目

県と連携した経営改善

袖ヶ浦福祉センターの見直しの方向性に係る第三者検証委員会の答申を踏まえ、
平成29年度末までの集中見直し期間において、袖ヶ浦福祉センターの定員規模の
縮小や、自主事業の民間譲渡等の取組を進めつつ、事業団の体制の見直しや民
間施設との連携強化等を行う。

　令和３年度中の毎月1日現在の役職員数を合計し12か月で割り、小数点第2位を四捨五入してください。


